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持続可能で質の高い医療提供体制構築に関する提言
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持続可能で質の高い医療提供体制構築に向けた研究チーム
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1. 問題解決が進まないのは、国民目線での検討不足

• 少子高齢化
• 増加する財政負担
• 医療従事者の偏在・不足

(在宅・介護人材含む)

• 新型コロナ対応の
医療従事者等人員・病床不足

• 非接触/非対面医療の遅れ
(デジタル活用、データ連携の途上)

• G7最遅のワクチン接種

現状の問題
従来からの問題に加えて、
新型コロナで見えた問題の
解決が進んでいない

① 国民目線で医療のあるべき姿を共有し
達成するための取り組みが十分でない

② 健康を幅広くみて適切な医療を生涯に
わたり相談できる医師等が少ない

③ 受ける/受けた医療の効果等価値が
測定・評価されているか分かりにくい

④ 健康増進につながる医療革新、
産業育成・経済成長が十分でない

⑤ 将来の医療制度・負担のあり方を
考えるための情報が十分でない

根本的な原因
国民目線で医療制度に関する
課題への対応が
十分行えていない
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2. 医療制度の主な問題と対応策に求めたい変化

医療制度の議論が複雑で参加しにくい
• 複雑な医療政策
• 専門的な検討内容

生涯相談できるかかりつけ医を持ちにくい
• 病気になったら専門医を受診
• 科室(臓器)ごとの受診
• 対面での短い受診時間、職場・家庭の悩みを相談しにくい
• 過去の治療情報未連携
• 重複受診や多剤投与が生じやすい
• 大病は治るまで入院

提供される医療の価値が分かりにくい
• 提供された医療の結果が十分測定・公開されていない
• 自身にとって最適と思える医療が提供されたか分かりにくい

将来世代のために、
何を考え行動すべきか分かりにくい
• 現状の赤字が何故今後も続くかや、

将来の財政リスクについて考えられる情報が乏しい

• 持続可能で質の高い医療提供体制
を構築するために、目指すべき
「あるべき姿」を定めて対応すべき

• 地域の病院-診療所連携に基づき、
多職種連携で一生涯の健康を診る
身近な医療チームを整備すべき

• 医療の提供量評価から、提供した
医療の価値評価へ更に移行すべき

• 必要な医療財源を
確保するために、現状に関する
国民の理解を獲得すべき

医療制度に関する主な問題 対応策に求めたい変化
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3. ポストコロナに望まれる日本の医療のあるべき姿に向けて

国民の一生涯の健康を
地域多職種連携で診る
ﾌﾟﾗｲﾏﾘ・ｹｱﾁｰﾑ体制整備

健康増進と医療革新を
促進するために
価値に基づく医療を実装

情報提供を進め
国民的理解を得て
必要な医療財源を確保

できることからではなく、
国民目線での医療のあるべき姿の検討に向けた「考え方の転換」が必要

「病気して受診」から、
「生涯の健康」を診る医療へ

医療の価値を正しく評価し、
価値に基づく医療へ

財政リスクを正確に伝え、
施策の選択肢の提示を

コロナ禍だからこそ
見直すべき
「かかりつけ医」の役割

デジタル化が可能にする
質の高い医療の
選択を加速化

国民皆保険を将来世代に
引き継ぐために、コロナ禍の今こそ
考えるべき医療財政

提言① 提言③提言②

ﾌﾟﾗｲﾏﾘ･ｹｱﾁｰﾑ体制整備

病院-診療所間の機能分担

価値に基づく医療の実装

医療の質の継続改善

国民的理解の獲得

給付に見合った負担確保
デジタル/データ利活用
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4. 国民の一生涯の健康を地域多職種連携で診る姿
国民一人ひとりが、健康時から病気時全ての段階において、自分の医療・生活情報を把握し
適切なアドバイス・治療・投薬の提供を受けられる、一生涯の健康を診るチームを持つべき。

あなたの一生涯の健康を診るチーム
(プライマリ・ケアチーム体制)

多職種間の医療・データ連携

予防接種の相談、
接種後の体調
変化時の相談

専門医

健康診断の
毎年の問診
で面談

体調変化時に
オンラインなど
で相談できる

子どもの
体調変化
の相談

保健所など

複数疾患の
相談、介護
の相談もできる

• 90%程度の
疾病対応可能

医師
(プライマリ・ケア医)

薬剤師
(プライマリ・ケア薬剤師)

介護士・
ケアマネジャー

など

看護師
(プライマリ・ケア看護師)

地域の医療基盤

出産・育児期 ワクチン接種時 体調変化時健康診断時 多疾患併存時

提言①

緩和ケアの
相談を適切
に行える

終末期
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5. 健康増進だけでなく、働き方改革や病床適正確保等への貢献も期待される
国民は、個々人に応じた健康長寿に向けた助言・指導が継続的に受けられ、
医療提供体制側においては、医師負担軽減や在宅・入院の適正化、病床の適正確保などが見込める。

■治療効率の向上
一般的な疾患の9割を集中的に診ることで
より効果的な医療が提供できる。

■医師不足への対応
今後の各地域の人口動態などに応じて、
臓器ごとの専門医だけでなく
プライマリ・ケア医を配置し医療需要へ対応できる。

■全人的医療の実現
家族・個々の生涯の健康を診ることで、
多疾患併存患者の治療、予防や介護課題、
社会的に抱えている課題などへも包括的により対応できる。

提言①

プライマリ・ケアチーム実装で期待される
医療の質向上への貢献

プライマリ・ケアチーム実装で期待される
働き方改革・病床適正確保への貢献

■医師の負荷軽減
専門医の治療が必要な重病判断を行い、
患者の病院や専門医診察の時間を最適化し、
専門医は高度な治療が必要な患者の対応に集中できる。

■外来機能の分担
外来診療を診療所が受け持ち、病院の医師はより高度な
治療を必要とする患者の対応に専念できる。

■入院患者の早期退院
地域での在宅医療の受入をチームで行う体制が構築され、
在宅医療の早期利用が促され、実際に必要とする
病床数の実現に繋がる。
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6. 一人ひとりの一生涯の健康を診るプライマリ・ケア医が必要
•本人だけではなく家族や地域の状況も把握し、治療だけではなく広く家庭医療を提供する、
一生涯にわたり一人ひとりの健康を診る医師（プライマリ・ケア医）が地域にいる環境が必要。

世界 国 地域 家族 個人 神経 臓器 細胞

臓器別専門医

正規の専門研修を受け試験を通じて認定された
プライマリ・ケアの専門医
「総合診療専門医」を「プライマリ・ケアの専門医」として育成
• 予防・医療・介護・福祉など幅広く対応できる（家庭医療を扱える）
• 中小病院や診療所などで主に活躍
• 近くに住む方々（徒歩30分、車で10分など）を主に診る

診療所医師の1%以下* *家庭医療専門医900人
出所：プライマリ・ケア連合学会

診療所の医師数103,836人
出所：厚生労働省2018年

医師・歯科医師・薬剤師統計

提言①

58,940独国

59,399仏国

49,569英国

99,609米国

日本

出所 : 日本以外はOECD.Stat 2018の
General practitioner(GP)数

正規の専門研修を受け試験を通じて
認定されたプライマリ・ケアの専門医数

900**

**公的な資格としては、「総合診療専門医」が最も該当するが、第一回目の試験は2021年9月末であり現時点ではまだいない。
参考までに日本プライマリ・ケア連合学会が認定している家庭医療専門医の数を記載した。
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7. 患者を日々サポートするプライマリ・ケアチーム体制へ

プライマリ・ケアの価値把握

 日本でのプライマリ・ケアの価値研究推進

チーム体制の運用環境整備

 医療従事者のプライマリケア・ケアに関する
卒前教育機会充実

 地域での多職種間での生涯学習推進
 多職種間の臨床データ共有基盤構築
 プライマリケア・ケアに関する国民教育充実と

プライマリ・ケアの利用促進制度の実装

デジタルを活用したプライマリ・ケア
（一人ひとりに適した個別化医療へ）

プライマリケア・チームの
体制整備に向けた施策

患者情報や投薬情報
の分析等で診断などを
支援

クラウドとアプリにより、
継続的な患者データを
医師が把握可能

医師処方の下、
AI やアプリを用い
多職種連携で治療支援

患者が家族等とも
治療状況を共有

プライマリ・ケア
看護師・薬剤師等専門医

患者情報、電子カルテ等
連携

ケアマネジャー、介護士、家族等

患者

デジタル
測定情報

投薬データ食事・運動
記録

オンライン
診療

オンライン
服薬指導

プライマリ・ケア医
（家庭医療を扱える）

2013年、日本医師会・四病院団体協議会は、
患者・国民の健康に、生涯にわたって幅広く対応していくことを
目指して、「かかりつけ医」の養成、「かかりつけ医機能」の充実に努めることとした。
https://www.med.or.jp/people/info/people_info/009627.html
⇨現在は、当時からデジタル技術の革新が進み、より実現できる状況となっている。

出所：米国デジタルセラピューティクスアライアンスHPの内容をもとに日本総研作成

プライマリ・ケアを担えるかかりつけ医など医療従事者を増やすために、
政府は、疾病ごとにもある「かかりつけ関連の加算」をひとつに統合し、
プライマリ・ケアの生活習慣病の重病化予防などの効果を評価し、
プライマリ・ケアの卒前教育ならびに生涯教育に投資し人材育成すべき。

提言①
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8. ポストコロナに望まれる日本の医療のあるべき姿に向けて

国民の一生涯の健康を
地域多職種連携で診る
ﾌﾟﾗｲﾏﾘ・ｹｱﾁｰﾑ体制整備

健康増進と医療革新を
促進するために
価値に基づく医療を実装

情報提供を進め
国民的理解を得て
必要な医療財源を確保

「病気して受診」から、
「生涯の健康」を診る医療へ

医療の価値を正しく評価し、
価値に基づく医療へ

財政リスクを正確に伝え、
施策の選択肢の提示を

コロナ禍だからこそ
見直すべき
「かかりつけ医」の役割

デジタル化が可能にする
質の高い医療の
選択を加速化

国民皆保険を将来世代に
引き継ぐために、コロナ禍の今こそ
考えるべき医療財政

提言① 提言③提言②

ﾌﾟﾗｲﾏﾘ･ｹｱﾁｰﾑ体制整備

病院-診療所間の機能分担

価値に基づく医療の実装

医療の質の継続改善

国民的理解の獲得

給付に見合った負担確保
デジタル/データ利活用

できることからではなく、
国民目線での医療のあるべき姿の検討に向けた「考え方の転換」が必要
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9. 質の高い医療が選択され健康増進・医療革新が促進されている姿

医療の価値に基づく健康促進
• 医療の提供量評価から、提供した医療の価値中心の評価へ。
• 複数の治療選択肢が存在する場合は、それぞれの有効性を

比較し、個々人に適した医療の提供を促進し、個々の患者に
とって価値が高いとはいえない医療の提供が少なくなる。

医療産業の研究開発が加速
• 既存医療の有効性に関する継続した比較と適切な公表により、

既存医療の価値の検討・理解が進んでいる。
• 提供した医療の価値を評価する医療制度の整備が進み、企業

は医療の価値を追求した研究開発をより進め、提供される医療
の継続的な価値向上につながっている。

価値に基づく評価・報酬制度の整備が鍵
• 提供量中心の評価から、価値に基づく医療中心の評価を進め、

価値の高い医療が選択され、価値が高いとはいえない医療も
把握でき、質の高い医療がより自然に選択される仕組みを
整備すべきである。

患者・国民が適切な治療を受けられる
• 質の高い医療が選択できる環境整備を促進することは、

現状の外来を中心とした医療の提供量評価から
医療の質評価中心の仕組みを更に目指すことができ、
患者・国民が最適な治療を受けられることに寄与する。

医療機関・医療産業での
医療高度化・技術革新が促進される
• 質の高い医療の速やかな導入と、質が高いとはいえない

（有効性が高いとはいえない）医療の新陳代謝により、
医療の高度化・技術革新の促進を図る。

保険者が支払う医療費の最適化が進む
• 重複処方や受診など、過大な処方や支払いを削減し、

生活習慣病などの重症化予防で合併症の抑制を進め、
医療費の最適化を図る。

国・自治体は限られた資源で
国民の健康増進に貢献できる
• 医療（手術、医薬品、医療機器、等）の

質が評価された情報をもとに、診療報酬を検討でき、
無駄の削減と限られた医療資源の最大活用を行い
国民の健康増進に貢献できる。

提言②

患者が重要と考える
質の高い医療を選択することは
多くの関係者に利点がある

目指すは患者が重要と考える
医療の価値に基づき
健康増進・医療革新が促進されている姿

※価値＝患者の一生涯の健康にとって重要な結果(アウトカム)を医療資源の投入量で割ったもの



Copyright (C) 2021 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.10

10. 医療の価値に基づき、質の高い医療が自然に選択される姿
治療状況が解析され新たな知見が生まれ、次の診療で活かされ医療革新に繋がる仕組み。
価値が測定可能な生活習慣の重症化予防などからまずは有効性の収集・分析を進めるべき。

質
の
高
い
医
療
が

よ
り
自
然
に
選
択
さ
れ
る

既存医療の
有効性再評価
（RWD解析）

有効性が高いとは
いえない医療のリスト

例：生活習慣病の
重症化予防の取り組み

患者の治療状況
等のRWD

患者・医療従事者による
適切な医療の選択に活用

診療報酬制度での
検討に活用

公的医療保険の
給付範囲の検討に活用

１

２

３

医療革新

新たな知見
新
た
な
治
療
法
な
ど

提言②
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評価結果を適切な医療の選択に活用
 医療従事者向けに、各種ガイドラインや

地域フォーミュラリ（使用指針）作成に活用
 患者・国民向けに、賢い医療の選択について

提示しているChoosing Wisely活動に活用

評価結果を診療報酬の検討に活用
▽医療技術/医薬品・医療機器等

• 医療技術評価・再評価提案書での
価値訴求に活用

• 医療技術評価対象の選定に活用
▽医療機関

• 診療結果の価値に応じた評価に活用

公的医療保険の保険対象範囲の検討に活用
 価値の高い医療の保険対象化(給付化)
 価値が高いとはいえない医療の保険外での併用、

保険対象からの除外

11. 価値を評価する仕組みを構築し、医療の質向上に活用すべき
個々人に応じて価値の高い医療が評価・選択され、
個々の患者にとって価値が高いとはいえない医療の提供が少なくなる仕組みが必要。

１

２

３

1 第三者による
既存医療の有効性再評価制度実装

• リアルワールドデータ(RWD)を活用した比較評価
• 生活習慣病の重症化予防等幅広い価値を含めた評価
• 特定の患者群において、他の医療に比べて

有効性が高いといえない既存医療をリスト化
• 厚生労働省等が保持する既存の評価機能を強化するととも

に、保険者やアカデミア等の第三者よる評価機能を確立

2 価値に基づく
医療予算の再配分制度実装

• 有効性が高いといえない医療に使う医療費が少なくなり、
その一部を次期診療報酬改定において、
医療の技術革新を促進する財源として活用

• 生活習慣病などの医療の価値をRWDで解析し、
診療報酬点数改定に活用する制度構築

質の高い医療の選択の
加速化に向けた施策

個々の医療を評価し、
比較する仕組みが必要

提言②
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12. ポストコロナに望まれる日本の医療のあるべき姿に向けて

国民の一生涯の健康を
地域多職種連携で診る
ﾌﾟﾗｲﾏﾘ・ｹｱﾁｰﾑ体制整備

健康増進と医療革新を
促進するために
価値に基づく医療を実装

情報提供を進め
国民的理解を得て
必要な医療財源を確保

「病気して受診」から、
「生涯の健康」を診る医療へ

医療の価値を正しく評価し、
価値に基づく医療へ

財政リスクを正確に伝え、
施策の選択肢の提示を

コロナ禍だからこそ
見直すべき
「かかりつけ医」の役割

デジタル化が可能にする
質の高い医療の
選択を加速化

国民皆保険を将来世代に
引き継ぐために、コロナ禍の今こそ
考えるべき医療財政

提言① 提言③提言②

ﾌﾟﾗｲﾏﾘ･ｹｱﾁｰﾑ体制整備

病院-診療所間の機能分担

価値に基づく医療の実装

医療の質の継続改善

国民的理解の獲得

給付に見合った負担確保
デジタル/データ利活用

できることからではなく、
国民目線での医療のあるべき姿の検討に向けた「考え方の転換」が必要
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13. 国民的理解が浸透し、給付に見合った負担が確保される姿
•国民理解を丁寧にもとめ、
給付に見合った負担確保が実現している姿があるべきではないか。

制度の持続性が危ぶまれる
現状についての国民理解浸透

あるべき給付を精査し、
給付に見合った負担確保

あるべき

提言③

現状

※図はマクロ的視点から記載



Copyright (C) 2021 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.14

14. 国民は現状理解を望み、説明すると将来世代のために考える方が増える
•日本総研独自アンケートでは、国民は給付と負担の現状理解を望んでおり、
給付と負担の説明前後を見ると、説明後は将来世代のための選択肢を選ぶ方が増加した。

現状説明を
望む国民は多い

そう思う
75.1

そう思わない
9.6

わからない
15.2

調査名（回答者への表示） 生活に関するアンケート
調査地域 全国
調査対象者 20歳以上の男女

回答者数・割付
• 3000名
• 総務省統計局「人口推計（2019年10月1日現在）」の人口分布を基に、

性年代・居住地を割付け回収。
※小数点以下の切り上げ・切り下げを実施。

調査手法 インターネットリサーチ（調査会社のパネルを活用）
調査時期 2021年1月29日（金）~2月3日（水）

正しく情報提供を行えば、国民は
将来のために財源確保を考える

そう思う
75%

そう思わない
10%

分からない
15%

（複数回答）

窓口自己負担
の1～2割増 42% 42%

紹介状なし
大病院受診時の
窓口負担数千円増加

31% 36%

薬局で購入できる
薬を保険適用外とする 41% 48%

類似した医療と比べ
健康への効果に乏しい
医療を保険適用外とする

26% 32%

現
状
・
将
来
の
説
明
を
し
た
後
で
、
同
じ
質
問
を
実
施

必要と考えた方の割合
（説明前→説明後）

提言③

問い：国民皆保険制度の維持に向けて、国民がより理解できるための
説明や情報提供が今後さらに必要と思いますか？
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15. 持続可能な制度で、あるべき医療の姿を実現するために
急激な環境変化を鑑みると現状の検討方法だけでなく、多様な議論が必要と考える。
我が国の中長期的な「あるべき医療の姿」を分かりやすく示し、取り組む必要がある。

あるべき医療の姿から
医療提供体制を考える

赤字前提の財源から
医療提供体制を考える

あるべき
医療の姿給付財源

医療提供
体制

給付に見合った
負担確保

現状

理想

提言③

あるべき
医療の姿

医療提供
体制 給付 財源

赤字国債

あるべき給付を
精査

あるべき医療提供体制を
精査

給付の削減



Copyright (C) 2021 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.16

16. あるべき姿から考える政策
国民の理解をより得るためには、医療のあるべき姿を提示し、
問題、政策目標、取り組みの工程表を分かりやすく示すことが重要と考える。

取り組みの工程表作成

現状できることから逆算せず、あるべき姿を追求

「あるべき姿と現状との差異」に対応する政策記載

現状差異を可視化

工程を明確にし、進捗を把握・評価し分かりやすく提示

医療のあるべき姿の提示

あるべき姿との現状差異
(問題設定)

差異を埋める取り組み
(政策目標の設定)

科
学
的
な
根
拠
に
基
づ
く
政
策
決
定

関
係
者
を
早
期
か
ら
含
ん
だ
対
話
の
推
進

提言③

これにより国民は、医療制度について何が議論されているか分かりやすくなり、
将来世代のために何を考え行動すべきか検討するための情報を得ることができる
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17. ポストコロナに望まれる日本の医療のあるべき姿に向けて
国民・社会の関心が高い今こそ
国民目線での医療のあるべき姿の検討に向けた「考え方の転換」が必要

国民目線に基づく
医療制度全体での提供価値向上

皆保険制度維持のために
財政の健全性確保

全体

国民の一生涯の健康を
地域多職種連携でみる
ﾌﾟﾗｲﾏﾘ・ｹｱﾁｰﾑ体制整備

健康増進と医療革新を
促進するために
価値に基づく医療を実装

情報提供を進め
国民的理解を得て
必要な医療財源を確保

コロナ禍だからこそ
見直すべき
「かかりつけ医」の役割

デジタル化が可能にする
質の高い医療の
選択を加速化

国民皆保険を将来世代に
引き継ぐために、コロナ禍の今こそ
考えるべき医療財政

提言① 提言③提言②

ﾌﾟﾗｲﾏﾘ･ｹｱﾁｰﾑ体制整備

病院-診療所間の機能分担

価値に基づく医療の実装

医療の質の継続改善

国民的理解の獲得

給付に見合った負担確保
デジタル/データ利活用
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横浜市立大学 医学群 准教授/ 東京大学大学院 薬学系研究科 客員准教授 五十嵐 中 氏
国際医療福祉大学 大学院医学研究科 専攻主任、国際医療福祉大学 医学部 副学部長 池田 俊也 氏
AMDD保険委員長 アボットジャパン合同会社ガバメント・アフェアーズ、ディレクター 伊藤 智 氏
奈良県立医科大学 医学部 教授 今村 知明 氏
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クレコンリサーチ＆コンサルティング株式会社 代表取締役社長 木村 仁 氏
京都大学医学部附属病院 医療情報企画部長 教授 黒田 知宏 氏
クレコンメディカルアセスメント株式会社 取締役 最高業務責任者（COO） 小林 慎 氏
キャンサー・ソリューションズ株式会社 代表取締役社長 桜井 なおみ 氏
法政大学 経済学部 経済学科 教授 菅原 琢磨 氏
国際医療福祉大学 副学長、元厚生労働省医務技監 鈴木 康裕 氏
AMDD医療技術政策研究所 所長 一般社団法人医療システムプランニング 代表理事 田村 誠 氏
AMDD顧問 エドワーズライフサイエンス株式会社ガバメントアフェアーズ 部長 林 利史 氏
日本医療福祉生活協同組合連合会 家庭医療学開発センター センター長 藤沼 康樹 氏
東海大学 健康学部 健康マネジメント学科 教授 堀 真奈美 氏
AMDD専務理事 ボストン・サイエンティフィック ジャパン株式会社取締役専務執行役員 増川 重之 氏
社会医療法人清風会 岡山家庭医療センター 奈義ファミリークリニック 所長 松下 明 氏
東京大学大学院医学系研究科 公共健康医学専攻 臨床疫学・経済学 教授 康永 秀生 氏
医療法人 北海道家庭医療学センター 副理事長 山田 康介 氏
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本提言の帰属と狙い

本提言は、株式会社日本総合研究所
「持続可能で質の高い医療提供体制構築に向けた研究チーム」が
公正・公平な視点を心がけて、
患者・医療従事者視点で、中長期的な観点から社会貢献をしたいと考え、
意見をとりまとめ、提示するものである

我々は、中長期的に検討が必要な
重要課題があるべき姿とともに政府の「骨太の方針」に記載され、
具体的な改革に向けた道筋が工程化されることを望んでおり、
本提案については患者、医療提供者、保険者、
政府(厚生労働省、財務省等)、 経済界・産業界などの
関係者と目指す方向性の一致は可能と考える
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更新履歴

ページ 更新内容 更新日

p.6 「総合診療専門医」の記載を更新 2021.5.14

p.9 「患者が重要と考える」旨を追記、「価値」の定義を追記

p.4 「緩和ケア」を追記 2021.7.15
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お問い合わせ

持続可能で質の高い医療提供体制構築に関する提言

株式会社日本総合研究所
持続可能で質の高い医療提供体制構築に向けた研究チーム
取りまとめ 川崎 真規 リサーチ・コンサルティング部門 シニアマネジャー
社内アドバイザ- 西沢 和彦 調査部 主席研究員

南雲 俊一郎 リサーチ・コンサルティング部門 部長
紀伊 信之 リサーチ・コンサルティング部門 部長
森下 宏樹 リサーチ・コンサルティング部門

社内メンバー リサーチ・コンサルティング部門
青山温子 小倉周人 川内丸亮介 鈴木麻友 関口美貴 徳永陽太 富田奈央子 野田恵一郎 山本健人

協賛：米国研究製薬工業協会（PhRMA）

<連絡先>
〒141-0022 東京都品川区東五反田-2-18-1
大崎フォレストビルディング
TEL 03-6833-6300     FAX 03-6833-9480

川崎 真規 シニアマネジャー
E-mail: kawasaki.masaki@jri.co.jp
小倉 周人 コンサルタント
E-mail: ogura.shuto@jri.co.jp

本提言は「持続可能で質の高い医療提供体制構築に向けた研究チーム」の見解であり、
日本総研の公式見解を示すものではありません
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